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別紙 本件に係る評価基本通達等（要旨） 
 
１ 評価基本通達４１の（１）は、耕作権の目的となっている農地の価額は、同通達３７ 
《純農地の評価》から同通達４０《市街地農地の評価》までの定めにより評価したその 
農地の価額（自用地としての価額）から、同通達４２の定めにより評価した耕作権の価 
額を控除した金額によって評価する旨定めている。 
 
２ 評価基本通達４２の（２）は、市街地周辺農地及び市街地農地に係る耕作権の価額は、 
その農地が転用される場合に通常支払われるべき離作料の額、その農地の付近にある宅 
地に係る借地権の価額等を参酌して求めた金額によって評価する旨定めている。 
 
３ ○○国税局作成の○○県の平成１２年分財産評価基準書は、市街地農地及び市街地周 
辺農地の耕作権の評価について、離作料等の額が不明の場合には、その農地の評価額に 
１００分の３０を乗じて計算した価額により評価しても差し支えない旨定めている。 
 
４ 評価個別通達の（１）は、農用地利用増進法第７条第１項の規定による公告があった 
農用地利用増進計画の定めるところによって設定された賃貸借に基づき貸し付けられて 
いる農用地の価額は、その賃貸借設定の期間がおおむね１０年以内であること等から、 
相続税法第２３条の地上権及び永小作権の評価等に照らし、その農用地が貸し付けられ 
ていないものとして評価基本通達の定めにより評価した価額（自用地としての価額）か 
ら、その価額に１００分の５を乗じて計算した金額を控除した金額によって評価する旨 
定めている。 
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